
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 宮城県 大河原町

経常収支比率の分析
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大河原町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■人件費
新規採用の抑制により徐々に比率が下がってきているが、職員構成において在職期間の長い職員の割合が大き
いことなどにより類似団体平均より高い比率となっている。第3次大河原町定員適正化計画に基づき改善を図って
いく。

■物件費
比較的早期から経常経費削減に努めてきたことにより比率が低い状況となっているが、今後、定員適正化を図る
うえでのアウトソーシングにより比率が上昇してくるものと思われる。

■公債費
重点的な事業の実施により大規模事業の抑制に努め、類似団体平均を下回る結果となっているが、公営企業及
び一部事務組合の元利償還金に対し支出した準元利償還金は類似団体平均を大幅に上回っていることから、今
後においても重点的な事業実施による地方債の抑制を継続することが必要である。

■補助費等
類似団体平均を大幅に上回っており、人口1人当たり経常的なものの決算額が類似団体の1.6倍となっている。特
に一部事務組合への負担金は人口1人当たり経常的なものの決算額が類似団体の2.3倍であり、経常経費全体へ
も大きく影響を与えている。大河原町外1市2町保健医療組合への負担金のピークである平成19年度まではこの傾
向は続くとみられ、大幅に減額となる平成20年度以降に低減する見込みである。

■普通建設事業費
学校教育施設耐震化及び消防防災施設整備を優先的に実施し、その他の事業を可能な範囲で控えているため、
類似団体平均と比較すると抑制されている。平成15年度の決算額が一時的に増加したのは区画整理事業及び国
道4号線4車線化に併せ幹線道路の整備を実施したためである。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,669,592 70,947 62,819 12.9
賃金（物件費） 33,150 1,409 4,087 ▲ 65.5
一部事務組合負担金（補助費等） 296,023 12,579 7,782 61.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 155 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 70,973 3,016 3,100 ▲ 2.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 15,131 643 1,338 ▲ 51.9
▲退職金 ▲ 165,764 ▲ 7,044 ▲ 5,638 24.9
合計 1,919,105 81,550 73,642 10.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.82 7.08 0.74
ラスパイレス指数 95.1 95.6 ▲ 0.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

616,901 26,214 35,094 ▲ 25.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 6 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 280,322 11,912 9,900 20.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

497,141 21,125 3,982 430.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2,093 89 1,698 ▲ 94.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 749,260 ▲ 31,839 ▲ 26,583 19.8

合計 647,197 27,502 24,108 14.1

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 宮城県 大河原町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

471,477 20,452 ▲ 20.8 64,475 ▲ 10.4 ▲ 10.4

うち単独分 313,380 13,594 ▲ 34.7 43,292 ▲ 9.9 ▲ 24.8

669,144 28,852 41.1 57,561 ▲ 10.7 51.8

うち単独分 607,762 26,206 92.8 38,752 ▲ 10.5 103.3

436,993 18,765 ▲ 35.0 49,563 ▲ 13.9 ▲ 21.1

うち単独分 390,735 16,778 ▲ 36.0 32,061 ▲ 17.3 ▲ 18.7

461,296 19,708 5.0 42,971 ▲ 13.3 18.3

うち単独分 162,459 6,941 ▲ 58.6 27,006 ▲ 15.8 ▲ 42.8

497,726 21,150 7.3 41,759 ▲ 2.8 10.1

うち単独分 122,146 5,190 ▲ 25.2 25,833 ▲ 4.3 ▲ 20.9

過去５年間平均 507,327 21,785 ▲ 0.5 51,266 ▲ 10.2 9.7

うち単独分 319,296 13,742 ▲ 12.3 33,389 ▲ 11.6 ▲ 0.7
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